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２００６年３月期 第３四半期 決算カンファレンスコール 

（2007年1月30実施） 

 

ページ１～ 代表取締役社長 川村誠スピーチ 

ページ４～ 執行役員 経理本部長 青木昭一スピーチ 

 

代表取締役社長 川村誠スピーチ 

本日、平成１９年３月期第３四半期の決算発表を行いましたので、その内容につき

まして、ご説明いたします。お手元の「決算短信」３ページの表をご覧ください。 

 

＜当期９カ月通算の連結業績＞ 

それでは、当期９カ月通算の連結業績についてご説明いたします。なお、昨年８月

に京セラリーシングを売却したことに伴い、前年同期の数値を組み替えて表示して

います。 

当期においては、デジタルコンシューマ機器などの需要が旺盛に推移する良好な市

場環境の下、当社グループは事業拡大を図るために、積極的な新製品投入や生産性

の向上に努めてまいりました。また、グループを挙げて当社独自の経営管理システ

ムである「アメーバ経営管理システム」の強化を進め、自ら立てた高い目標達成に

向けて、社員一人一人がコスト低減や生産性改善に創意工夫を積み重ねた結果、部

品事業と機器事業の両事業において、前年同期に比べ大幅な増収増益を達成するこ

とができました。 

 

当期９カ月通算の連結売上高は、前年同期に比べ１１％増収の９,５５３億円とな

りました。 

営業利益は５２％増益の１,０１４億円、継続事業・税引前当期純利益は３７％増

益の１,１６２億円となり、それぞれ利益率は、１０.６％、１２.２％と、いずれ

も２桁の利益率を達成いたしました。 

当期純利益は、移転価格課税の更正処分の一部取り消しによる還付税額を計上した

結果、前年同期比５９％増益の７９３億円となり、利益率は８.３％となりました。 

当期の平均為替レートですが、米ドルが１１６円、ユーロは１４８円となり、それ
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ぞれ、前年同期に比べ４円、１１円の円安となりました。その結果、邦貨換算後の

売上高及び継続事業・税引前当期純利益を、それぞれ２８８億円、１１８億円押し

上げました。 

 

次に、事業セグメント別の状況についてご説明いたします。「決算短信」の５ペー

ジに｢事業セグメント別売上高｣と「事業セグメント別事業利益｣の表を記載してお

りますのでご覧下さい。 

部品事業については、全ての部品事業セグメントにおいて増収増益となりました。

中でも、ファインセラミック部品、半導体部品、電子デバイス関連事業においては、

いずれも前年同期に比べ５０％を超える大幅な増益となりました。その結果、部品

事業全体の事業利益率は、１６.０％を達成することができました。 

 

「ファインセラミック部品関連事業」は、半導体産業の活発な生産活動を背景に、

半導体製造装置用セラミック部品の需要が増加したことを主因に、前年同期比 

１８％の増収となり、事業利益は５９％の増益となりました。その結果、当期の事

業利益率は１９.４％と、２０％に近い利益率を達成することができました。 

「半導体部品関連事業」は、セラミックパッケージの需要が携帯電話端末やデジタ

ルカメラ向けなどに増加したことにより、前年同期に比べ１７％の増収、事業利益

は５０％の増益となり、事業利益率は１５.４％となりました。 

「ファインセラミック応用品関連事業」は、ソーラーエネルギー事業や医療用材料

事業を中心に好調に推移したことにより、売上高は１５％の増収となりました。事

業利益は、ソーラー事業において、一時的な費用として３９億円の製品保証引当金

を含んでおりますが、前年同期比５％の増益となり、事業利益率は１６.１％とな

りました。 

「電子デバイス関連事業」は、デジタルコンシューマ機器の生産が好調に推移した

ことにより、コンデンサや水晶関連製品、コネクタなどの販売が拡大しました。ま

た、米国子会社のＡＶＸも順調に業績を伸ばし、その結果、前年同期に比べ１１％

の増収、事業利益は前年同期比７４％の大幅な増益となり、事業利益率は１５.４％

となりました。 

「通信機器関連事業」は、国内外で携帯電話端末の新製品の販売が好調に推移した
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ことにより、前年同期比１３％の増収となりました。事業利益は、国内市場向け端

末の増収効果に加え、ＫＷＣが第２四半期に引き続き、第３四半期も黒字を達成し

たことにより、前年同期の５７億円の赤字から６３億円改善しました。 

「情報機器関連事業」は、新製品の投入を積極的に行ったことにより、海外市場向

けにデジタル複合機やプリンタなどの販売が拡大しました。また、欧米通貨に対す

る円安メリットもあり、前年同期に比べ、売上高は８％、事業利益は１７％の増加

となり、事業利益率は１２.６％となりました。 

「光学機器関連事業」は、カメラ機器事業の縮小等により、前年同期に比べ２５％

の減収となりましたが、構造改革等に伴う費用の減少により、事業損失は、前年同

期の５０億円の赤字から１６億円の赤字へと、約３４億円改善しました。 

「その他の事業」は、京セラコミュニケーションシステム（株）の通信エンジニア

リング事業や京セラケミカル(株)の電子デバイス材料事業が好調であったことに

より、前年同期に比べ８％の増収、１４％の増益となり、事業利益率は６.４％と

なりました。 

 

表の下から４行目に「本社部門損益」がございますが、前年同期にはタイトー社の

株式売却益（６９億円）があったため、当期は前年同期に比べ５０％の減益となり

ました。 

その下の「持分法投資損益」は、ウィルコム社の業績改善により、前期、１１億円

の赤字から１２億円改善しました。これに「調整及び消去」を加えた結果、継続事

業・税引前当期純利益は、前年同期に比べ３７％増となる１,１６２億円となり、

税引前当期純利益率は１２.２％を達成しました。 

 

＜平成１９年３月期 通期業績予想＞ 

最後に、本日、修正いたしました平成１９年３月期の通期連結業績予想について申

し上げます。「決算短信」の９ページをご覧ください。 

当期第３四半期までの業績は、前回予想を上回って推移しています。当期第４四半

期の市場環境も概ね良好な状況が続くと予想されますことから、前回公表した通期

連結売上高予想、１兆２,５００億円を、１兆２,７００億円へと、２００億円、上

方修正いたしました。これに伴い、部品事業の事業利益は、前回予想を上回る見通
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しですが、通信機器関連事業において、来期以降の収益拡大を目指し、事業基盤の

強化を図るため、当期第４四半期に在庫等の評価減、約２５から３０億円の計上を

はじめ、グループ連結で５０から６０億円の費用発生を見込んでいるため、利益予

想については、前回からの変更はありません。 

通期業績予想の修正と同時に、事業セグメント別の業績予想について「決算短信」

の９ページから１０ページの表に記載のとおり、変更しております。 

 

当期第４四半期も、部品事業においては、新製品の投入や高付加価値製品の拡販、

並びに新市場の開拓を継続し、収益性の維持に努めてまいります。また、機器事業

においては、市場ニーズにあった携帯電話端末やデジタル複合機などの新製品の拡

販により、売上拡大を図ってまいります。 

 

当期においては、これまで進めてまいりました「アメーバ経営管理システム」の強

化により、製造部門をはじめ現場の活性化が図れ、それぞれの目標達成力が高まり、

高収益体質の基盤を固めることができたと、手ごたえを感じております。引き続き、

「アメーバ経営管理システム」の強化を進めるとともに、グループシナジーによる

新事業・新市場の創造や戦略事業の強化などを進め、来期以降も持続的な売上拡大

と高い収益率を達成するための取り組みを行ってまいります。 

 

 

執行役員 経理本部長 青木昭一スピーチ 

＜連結損益計算書＞ 

「決算短信」の１４ページをご覧下さい。１行目の「純売上高」は、旺盛な部品需

要に加え、機器事業における積極的な新製品投入により、前年同期比１１．１％増

収の９，５５３億円となりました。 

「売上原価」は、６，６９３億円となり、売上の増加に伴い、前年同期比８．８％

の増加となりました。なお、原価率は７０．１％と、生産性の向上により、前年同

期の７１．５％から１．４ポイント改善しております。 

「販売費及び一般管理費」は、１，８４７億円となり、前年同期に比べ６７億円の

増加となりました。積極的な営業活動による販売促進費、及び機器事業におけるソ
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フトウェアの開発費等の増加が主な要因です。 

この結果、営業利益は１，０１４億円、利益率１０．６％で、前年同期の６６９億

円に対して、３４５億円のプラス、増減率では５１．６％の大幅な増益となりまし

た。 

 

「その他収益・費用」については、「受取利息・配当金」は１２１億円となり、前

年同期比４７億円の増加となりました。ＫＤＤＩからの配当金、及び京セラと米国

子会社における運用収益の増加が主な要因です。「有価証券売却等損益」３２億円

等を加え、「その他収益・費用計」は１４８億円となりました。なお、前年同期に

は、「株式交換差益」としてUFJホールディングス株の株式交換に伴う評価益５３

億円を、また、「持分法株式売却益」として、タイトー社の株式売却益６９億円を、

それぞれ計上しておりましたので、結果として「その他収益・費用計」は、前年同

期と比べ、３４億円減少しました。 

「継続事業・税引前当期純利益」は１，１６２億円となり、利益率１２．２％、前

年同期比で３６．５％の大幅な増益となりました。 

「税金充当額」３７６億円には、移転価格課税の更正処分の一部取消による還付税

額、４３億円が含まれております。「少数株主損益」４４億円を差し引き、「非継

続事業・当期純利益」５２億円、京セラリーシングの売却に伴う利益ですが、こち

らを加え、最終的に当期９ヶ月累計の純利益は７９３億円、利益率８．３％、前年

同期比５８．７％の大幅な増益となりました。 

 

＜連結貸借対照表＞ 

「決算短信」の１２ページをご覧下さい。「資産合計」ですが、当第３四半期末の

連結総資産は、２兆１０７億円で、前期末の１兆９，３１５億円に比べて、７９２

億円の増加となり、２兆円を超える総資産となりました。なお、前期末の数字には、

京セラリーシングの総資産１，２５１億円が含まれています。 

「流動資産」の合計が９，６５７億円となり、４５０億円増加しています。「固定

資産」の合計は、１兆４５１億円となり、３４２億円の増加となっております。 

「流動資産」は、「現金及び現金等価物」が２，６２４億円となり、３８４億円減

少しています。これは、京セラにおいて、京セラリーシング株式や国債の売却によ
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るキャッシュインがあったものの、配当金の支払によるキャッシュアウト、及び、

譲渡性預金や長期の定期預金へ預け入れを行ったことが主な要因です。 

「短期投資」は１，３２０億円で、４４０億円の増加となりました。これは先ほど

申し上げました、譲渡性預金への預け入れを行ったことが、主な要因です。 

「売掛金」は２，３９６億円となり、売上の増加を主因として２９２億円増加しま

した。 

「短期金融債権」は、京セラリーシングの短期の営業貸付金を計上しておりました

が、売却により残高は無くなりました。 

「たな卸資産」は２，１９３億円となり、前期末から２８７億円増加しました。京

セラミタグループにおける新製品投入に伴う製品在庫の増加と、京セラ及びＡＶＸ

における、増産に伴う仕掛品在庫の増加が主な要因です。 

「投資及び長期貸付金」は６，７４０億円となり、１，１３２億円の増加となりま

した。この内訳はふたつ下の「投資有価証券及びその他の投資」において、京セラ

が保有しておりますＫＤＤＩ株式の時価評価額が増加したこと、及び先ほど申し上

げましたが、長期の定期預金へ預け入れを行ったことが主な要因です。 

「長期金融債権」は、京セラリーシングの売却により残高は無くなりました。 

「有形固定資産」は、減価償却累計額とのネット金額で３６億円増加しています。 

なお、当９ヶ月間の連結設備投資額は５４５億円で、減価償却費は５１１億円でし

た。以上が資産の部です。 

「負債合計」は、５，１７０億円で、前期末に比べ６０５億円の減少、その下の「少

数株主持分」７１５億円は、主にＡＶＸの京セラ以外の株主持分で６６億円の増加

です。 

これに対し資本合計は、１兆４，２２２億円で１，３３１億円の増加です。要因に

つきましては、後ほどご説明いたします。 

「流動負債」は３，０８１億円と、７０６億円減少しています。 

「短期債務」は２１６億円で、京セラリーシングの売却により、前期末と比較して、

６９３億円減少しました。 

「一年以内返済予定長期債務」も同様の理由で減少しています。 

「固定負債」は、２，０８９億円で、前期末に比べて１０１億円の増加となりまし

た。 
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「長期債務」の減少は、京セラリーシングの売却によるものです。 

「繰延税金負債」は１,６５４億円となり、３９７億円の増加となりました。これ

はＫＤＤＩ株式の時価総額の増加にともない、これに対応する税効果負債が増加し

たことによるものです。 

 

次に資本の部ですが、「利益剰余金」は、純利益７９３億円と、当期に支払った配

当金１８８億円のネットで、６０５億円増加の１兆２８１億円となりました。 

「累積その他の包括利益」は１，４０８億円で、６７９億円の増加となりました。

その内訳が欄外にありますが、「未実現有価証券評価損益」は、ＫＤＤＩ株式の時

価総額増加を主因として、前期末比５５９億円増加の１，３８６億円となりました。 

 

以上により、当期末の自己資本比率は、京セラリーシングの売却による負債サイド

の大幅な減少を主因としまして、前期末の６６．７％から４．０ポイント上昇し、

７０．７％となりました。 

以 上 

 


